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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アプリケータ用具アセンブリにおいて、
　集合素子(１０)、及び
　少なくとも２つのアプリケータ用具(２０ａ-１；２０ｂ-１；２０ｃ-１，２０ｃ-２，
２０ｃ-３；２０ａ-１，２０ａ-２，２０ａ-３，２０ａ-４)、
を含み、
　前記アプリケータ用具のそれぞれが、実質的に前記アプリケータ用具の長手方向によっ
て決定される主軸(Ｈ)、及び、少なくとも１つの作業端(５０)及び少なくとも１つの非作
業端(４０)を有し、前記作業端及び前記非作業端の内の一方の領域に少なくとも１つの連
結素子(６０；６０ａ；６０ｂ；６０ｃ；６０ｄ)を有し、
　さらに、前記集合素子が前記アプリケータ用具のそれぞれにそれぞれの前記連結素子を
用いて連結され、
　前記集合素子(１０)が、所望の分裂領域(９１)としてあらかじめ定められた弱化部を備
えることにより、１５Ｎと４０Ｎの間の範囲にある、あらかじめ定められた張力負荷にお
いて裂けるような形状寸法につくられる、
　ことを特徴とするアプリケータ用具アセンブリ(１，１ａ，１＊)。
【請求項２】
　前記連結素子(６０；６０ａ；６０ｂ；６０ｃ)のそれぞれまたは前記集合素子(１０)が
、前記アプリケータ用具(２０ａ-１；２０ｂ-１；２０ｃ-１，２０ｃ-２，２０ｃ-３；２
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０ａ-１，２０ａ-２，２０ａ-３，２０ａ-４)が取付け／取外しが可能な態様で前記集合
素子に連結されるような形状をもつことを特徴とする請求項１に記載のアプリケータ用具
アセンブリ(１，１ａ，１＊)。
【請求項３】
　前記集合素子(１０)が前記集合素子を貫通する集合開口(１４)を有する大きな構造体で
あって、前記構造体が、前記集合開口(１４)の、本来実質的に閉じている、集合縁(１２)
を有し、前記集合縁があらかじめ定められた集合縁断面(１３)を有し、前記集合素子が、
カラビナフックの態様にあることを特徴とする請求項１または２に記載のアプリケータ用
具アセンブリ(１，１ａ，１＊)。
【請求項４】
　前記集合素子(１０)の前記集合縁(１２)が集合開口または切れ目(１６)を有することを
特徴とする請求項３に記載のアプリケータ用具アセンブリ(１，１ａ，１＊)。
【請求項５】
　前記集合開口または切れ目(１６)にクロージャーが設けられており、対応するクロージ
ャー素子(８１，８６)が前記集合縁(１２)の端に設けられていることを特徴とする請求項
４に記載のアプリケータ用具アセンブリ。
【請求項６】
　前記対応するクロージャー素子(８１，８６)として、中空形状の第１のクロージャー素
子(８６)、及び前記第１のクロージャー素子(８６)にロックできる、プラグ素子の形態の
第２のクロージャー素子(８１)が設けられており、
　前記第１のクロージャー素子(８６)の最大内寸(８７)が前記第２のクロージャー素子(
８１)の、前記集合縁(１２)または前記プラグの差込み方向に対して垂直な、最大外寸よ
り若干小さい、
ことを特徴とする請求項５に記載のアプリケータ用具アセンブリ。
【請求項７】
　前記中空形状及び前記連結素子(６０)が、前記連結素子(６０)を通すためにまたは前記
連結素子(６０)を通すときに、あらかじめ定められた力によって前記中空形状が弾性変形
されるように、互いに対して形状寸法が定められることを特徴とする請求項６に記載のア
プリケータ用具アセンブリ。
【請求項８】
　複数の前記集合素子(１０)がさらに大きな集合素子を与えるために連鎖を形成でき、
　２つの前記集合素子(１０)がさらに大きな集合素子を与えるために、別の集合素子のク
ロージャー素子(８１，８６)にも対応するような形態を有している前記クロージャー素子
(８１，８６)によって、連鎖を形成できることを特徴とする請求項５から７のいずれかに
記載のアプリケータ用具アセンブリ。
【請求項９】
　前記クロージャー素子(８１，８６)の近くに、少なくとも１つの掴み素子(８４)が前記
集合素子(１０)に設けられることを特徴とする請求項６から８のいずれかに記載のアプリ
ケータ用具アセンブリ。
【請求項１０】
　前記アプリケータ用具(２０ａ-１；２０ｂ-１；２０ｃ-１，２０ｃ-２，２０ｃ-３；２
０ａ-１，２０ａ-２，２０ａ-３，２０ａ-４)のそれぞれが、前記それぞれのアプリケー
タ用具の前記作業端を受入れて閉封するための少なくとも１つの開口(３８)、前記開口(
３８)の断面積に対して実質的に垂直なクロージャー軸(Ｈ)、および、少なくとも１つの
通気路(３９)を有する、それぞれのキャップ(３０ａ-１，３０ａ-２；３０ａ；３０ｄ-１
，３０ｄ-２，３０ｄ-３，３０ｄ-４)を有し、
　前記クロージャー軸(Ｈ)が、少なくとも部分的に、前記通気路の断面に対して実質的に
垂直であり、
　前記封止キャップが外側部分(３３ａ)及び内側部分(３３ｂ)を有し、前記少なくとも１
つの通気路(３９)が前記外側部分(３３ａ)と前記内側部分(３３ｂ)の間に形成されており
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、及び
　前記連結素子(６０；６０ａ；６０ｃ)が、閉じた周縁部分(６４)を有する開口(６２)を
備えているとともに、前記キャップの前記開口とは反対側に取り付けられている、
ことを特徴とする請求項１から９のいずれかに記載のアプリケータ用具アセンブリ(１，
１ａ，１＊)。
【請求項１１】
　前記アプリケータ用具(２０ａ-１；２０ｂ-１；２０ｃ-１，２０ｃ-２，２０ｃ-３；２
０ａ-１，２０ａ-２，２０ａ-３，２０ａ-４)のそれぞれが、順序に関するあらかじめ定
められた特徴において、異なり、前記それぞれのアプリケータ用具の前記キャップ(３０
ａ-１，３０ａ-２；３０ａ；３０ｂ-１，３０ｂ-２，３０ｄ；３０ｄ-１，３０ｄ-２，３
０ｄ-３，３０ｄ-４)が、前記それぞれのアプリケータ用具が与えられたキャップに視覚
的及び／または機械的に関連付けられるように、形状寸法及び／または色によるキャップ
コードを有することを特徴とする請求項１０に記載のアプリケータ用具アセンブリ(１，
１ａ，１＊)。
【請求項１２】
　前記キャップと前記アプリケータ用具との間の取外し可能な結合(３２)が、前記アプリ
ケータ用具を前記キャップから取り外すためには、１つのアプリケータ用具の重量を差し
引いたアプリケータ用具全体の重量による力(Ｇ)より大きい閉封力(ＶＫ)を上回る力が必
要であるような構成をもつことを特徴とする請求項１０または１１に記載のアプリケータ
用具アセンブリ(１，１ａ，１＊)。
【請求項１３】
　前記集合素子及び／または前記連結素子のための材料が、前記素子の形状寸法及び材料
特性によってあらかじめ定められた弾性または剛性を前記素子のそれぞれが有するように
、選ばれることを特徴とする請求項１から１２のいずれかに記載のアプリケータ用具アセ
ンブリ(１，１ａ，１＊)。
【請求項１４】
　前記アプリケータ用具(２０ａ-１；２０ｂ-１；２０ｃ-１，２０ｃ-２，２０ｃ-３；２
０ａ-１，２０ａ-２，２０ａ-３，２０ａ-４)の前記非作業端(４０)及び／または前記キ
ャップ(３０ｂ-１，３０ｂ-２；３０ｄ-１，３０ｄ-２，３０ｄ-３，３０ｄ-４)に、前記
アプリケータ用具のそれぞれの他端を揚げるための片手操作が可能な少なくとも１つの揚
げ補助具(７０；７０ａ，７０ｂ；７０ｃ)が設けられており、
　前記揚げ補助具(７０；７０ａ，７０ｂ；７０ｃ)が、前記非作業端(４０)及び／または
前記キャップ(３０ｂ-２；３０ｄ-１，３０ｄ-２，３０ｄ-３，３０ｄ-４)にある、前記
アプリケータ用具の前記主軸(Ｈ)に対して少なくとも１つの実質的に傾斜した面(７２，
７４)の形態にあり、及び
　前記揚げ補助具(７０；７０ａ，７０ｂ；７０ｃ)が、前記揚げ補助具の操作時に前記ア
プリケータ用具の前記他端を前記アプリケータ用具がおかれた表面(Ｆ)に対して少なくと
もあらかじめ定められた揚げ高さ(Ａ)まで梃子のように揚げることができるような形態を
有し、前記揚げ高さが人の指球の平均高さによって定められる指球高以上である、
ことを特徴とする請求項１から１３のいずれかに記載のアプリケータ用具アセンブリ(１
ａ，１＊)。
【請求項１５】
　前記アプリケータ用具(２０ａ-１，２０ｃ-１，２０ｃ-２，２０ｃ-３；２０ａ-１，２
０ａ-２，２０ａ-３，２０ａ-４)の前記主軸(Ｈ)のまわりの前記アプリケータ用具の転が
りを阻止する、前記アプリケータ用具のためのそれぞれの転がり止めが設けられており、
　前記転がり止めが、前記アプリケータ用具の前記非作業端(４０)にある前記揚げ補助具
と、前記非作業端(４０)によって、統合され、前記転がり止めが、前記非作業端(４０)を
閉じる端の、前記アプリケータ用具の直径をこえて突き出す、少なくとも１つの縁端によ
って形成されていることを特徴とする請求項１４に記載のアプリケータ用具アセンブリ(
１ａ，１＊)。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、請求項１に述べられるようなアプリケータ用具アセンブリ、アプリケータ用
具アセンブリでの使用に適する請求項１７に述べられるようなアプリケータ用具、及び請
求項１８にしたがう、アプリケータ用具アセンブリのための少なくとも１つの集合素子及
び複数のアプリケータ用具を含む、パーツキット、特にセールスユニットに関する。
【背景技術】
【０００２】
　アプリケータ用具は、例えば、筆記ペンまたはドローイングペンまたはクレヨン等の形
態で知られている。アプリケータ用具は通常、細長く、先細りであり、丸いか、楕円形か
または多角形の断面をもつ。既知の筆記用具を用いる場合、筆記用具は個々の使用の間は
支持面、例えば机の上におかれることが多く、その後、改めて用いるために掴まれて支持
面から取り上げられる。筆記用具の断面がほぼ丸いため、クリップがなければ筆記用具は
傾斜面上に置かれた場合に制御不能な態様で転がっていってしまいがちであることが知ら
れている。したがって、多くの筆記用具には、筆記用具の転がりを防止するための特別な
転がり止め素子がある。アプリケータ用具、特に筆記用具は、クリップまたは転がり止め
素子を用いることで置かれた場所に留まる。しかし、用具の転がりを防止するためのその
ような手段は、上述した転がり止め素子のような、そうした目的のためだけの追加の素子
が用いられる場合には特に、筆記用具の製造を複雑にし、製造コストを高める。
【０００３】
　既知の筆記用具にともなう別の欠点は、作業手順において多くの様々な筆記用具または
ドローイングクレヨンが必要なユーザが筆記用具を保護して乾燥を防ぐために備えられた
キャップで個々の筆記用具を、個々の使用の間毎には、閉封しないことである。そのよう
な封止キャップは通常、アプリケータ部材に気密に蓋をするため及び／またはアプリケー
タ部材を機械的影響から保護するために、作動端、すなわちアプリケータ用具の書付物質
を塗布または転写するための部材をもつ先端に、嵌め合わされるかまたはねじ込まれる。
アプリケータ用具を用いるため、キャップが作動端の反対側の非作動端にも嵌め合わされ
ることができ、キャップ及び／または非作動端がそのように適合されていれば、封止キャ
ップを外して非作動端に被せることができる。男性または女性のユーザが作業している場
所を急に離れなければならない場合、蓋がされていない筆記用具及び／またはそのキャッ
プが何となくそのまま残されることがおこり得る。これにより、筆記用具が乾燥してしま
うかまたは干からびるリスクが生じる。さらに、ごろごろ動く筆記用具を急いで取り上げ
て持ち歩くには努力が必要である。
【０００４】
　さらに、既知の筆記用具は、その形状寸法のため、取り上げることが困難であることが
多い。筆記用具は非常に狭いかまたは小さい断面を有することが多く、このため、横にお
かれていた筆記用具を取り上げることは一般にそれほど困難ではないが、筆記用具がおか
れている表面から測った、人間の指球で掴むことができる筆記用具の表面、すなわち筆記
用具の掴み得る表面の高さが指球の平均高さより小さいばあいがほとんどであるから、そ
れほど容易でもない。ここで、「指球高」は本文脈において、それぞれの指の内側の端に
ある末端感覚球に対する中心の、指先に対する、または筆記用具がおかれているか同じ指
の指先がかかる、表面に対する、間隔を表す。例えば筆記ペン及び／または色鉛筆または
ペンの形態の、複数の筆記用具に関わる上述の使用状況において、筆記用具は、開けた状
態で、すなわち保護キャップ無しで、おかれることが多い。したがって、ペンが置かれて
いる表面からペンの１つを取り上げるための上述の動作において、閉められていない筆記
用具先端のその表面への接触がおこり得る。この場合、一方では筆記用具がおかれていた
表面がペンまたは鉛筆で汚されることになり、他方では、例えばシャープペンまたはドロ
ーイングフェルトペンまたは精細フェルトスティッククレヨンの先端のような、繊細な筆
記用またはドローイング用のペン先の場合、筆記用またはドローイング用のペン先が、お
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かれていた表面との接触によって損傷を受けるかまたは破壊されることがあり得る。
【０００５】
　上述した封止キャップに関し、そのようなキャップが誤って飲み込まれた場合に呼吸気
の交換を可能にし続けるため、キャップが軸方向に少なくとも１つの小さな貫通開口を有
するべきであることにも言及しておかなければならない。そのような開口の位置及び大き
さは、「１４歳までの子供の使用が想定される筆記用具及びマーキング用具のためのキャ
ップ：安全要件(Caps for writing and marking instruments intended for use by chil
dren up to 14 years of age; Safety requirements)」に関する、ＩＳＯ標準１１５４０
の主題である。貫通開口を設けることでキャップの飲み込みに関するリスクは低減できる
が、それにもかかわらず、そのような場合に、キャップの貫通開口が詰まって役に立たな
くなるリスクが残っている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明の課題は上述した欠点の内の少なくとも１つを無くすかまたは少なくとも軽減す
ることにある。特に、本発明の課題は、複数の筆記用具を、迅速に、容易にかつ安全に、
一緒にしておくことができ、したがっていつでも迅速に他所に移すかまたは片付けること
ができる、実現可能な態様を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明にしたがう解決策は、特許請求項１の特徴を有するアプリケータ用具アセンブリ
、特許請求項１７に述べられるようなアプリケータ用具アセンブリとの使用に適するアプ
リケータ用具、及び、特許請求項１８にしたがう、アプリケータ用具アセンブリのための
少なくとも１つの集合素子及び複数のアプリケータ用具を含むパーツキット、特にセール
スユニットを提供する。有益な構成及び発展形は従属請求項に挙げられる。
【０００８】
　本文脈において、「アプリケータ用具」が、鉛筆、色鉛筆及びクレヨン、シャープペン
シル、油性マジックペン、ガラス鉛筆、万年筆、ボールペン、ローラーポイントペン、ゲ
ルインクペン、フェルトペン、ファイバペン、油性マーカー、テキストマーカー及び蛍光
マーカー等だけしか包含しないと解されるべきではないことに注意すべきである。本発明
にしたがうアプリケータ用具は原理的に、網羅はしていないが、例えば、メーキャップペ
ンシル、アイシャドウまたはアイライナー、パウダースティック、口紅または医用リップ
スティック等の内の１つのような、化粧用及び／または医用物質を塗るためのペン様用具
とすることもできる。構造及び機能に関して当業者にはこれらのアプリケータ用具は基本
的に既知であるから、本発明の理解に必要ではない詳細が本明細書に含まれることはない
。
【０００９】
　本発明の第１の態様は、実質的に集合素子及び少なくとも２つのアプリケータ用具を含
む、アプリケータ用具アセンブリに関する。アプリケータ用具は、アプリケータ用具の長
手方向及び少なくとも１つの作動端とおそらくは非作動端によって実質的に決定される主
軸を特徴とする。これらの端の内の１つの領域において、本発明にしたがうアプリケータ
用具は少なくとも１つの連結素子を有する。集合素子はそれぞれのアプリケータ用具とそ
れぞれの連結素子を用いて連結される。
【００１０】
　複数のアプリケータ用具を本発明にしたがうアプリケータ用具アセンブリによって容易
にかつ確実に一緒にすることができる。連結素子がアプリケータ用具のキャップである構
造の場合には特に、キャップを見失うかまたはキャップが置かれた場所にキャップを置き
忘れる危険が著しく減じられる。さらに、十分な大きさにつくられた集合素子に確保され
たキャップの飲み込みはほとんど完全に無くすことができる。
【００１１】
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　本発明にしたがうアプリケータ用具アセンブリのための集合素子は集合貫通開口を有す
るかなり大きな構造体である。構造体は集合貫通開口の、本来実質的に閉じている、集合
端を有することが好ましい。集合端は、集合素子全体にほとんどが実質的に同じであるこ
とが好ましい、あらかじめ定められた集合端断面をもつことが特に好ましい。いくつかの
実施形態において、集合素子はカラビナフックの態様にある素子とすることができ、この
点に関し、集合素子は円形リング等の態様で構成されることが特に好ましい。
【００１２】
　特定の構成において、それぞれの連結素子または集合素子は、それぞれのアプリケータ
用具が集合素子に取付け／取外し可能な態様で連結されるような形状をとる。これにより
－他の考え得る利点に加えて－ユーザが個々のアプリケータ用具を組み合わせて本発明に
したがうアプリケータ用具アセンブリにして一緒に持ち運ぶことが可能になる。
【００１３】
　取付け／取外し可能な態様でそれぞれのアプリケータ用具を集合素子に連結するため、
集合素子の縁は、集合素子の取付け／取外しのための、それに適する、集合素子を貫通す
る集合開口(切り口)を有することができる。例えば、集合素子の先端は、特にキーリング
の態様で、集合開口(切り口)において重なり合うことができる。
【００１４】
　集合開口の領域において、集合素子は、それによって集合開口を開閉可能な態様で閉じ
ることができ、集合素子を閉じることができる、クロージャーを有することができる。ク
ロージャーを開くと、集合素子に配されたアプリケータ用具の取外しが可能になり、及び
／または、アプリケータ用具の集合素子への追加及び／または集合素子上の何か別の態様
での配列が可能になる。クロージャーは、両側に設けられた、それぞれ対応するクロージ
ャー素子を有することができる。すなわち、第１のクロージャー素子は例えば閉じられた
形状においてループの態様で丸く拡がる中空形状を有することができ、クロージャーを閉
じるときには、プラグ素子の形態にある第２のクロージャー素子が適する態様で中空形状
を通り抜けることができる。この点に関し、プラグ素子が、少なくとも第１の方位では中
空形状の内寸より狭いかまたは細く、プラグ素子の少なくとも１つの第２の方位では中空
形状の上述した内寸より広いかまたは太ければ、さらに有利である。このようにすれば、
互いに対するクロージャー素子のそれぞれの方位が、それぞれの方位においてクロージャ
ーを開くかまたは閉じるために小さな力で済むかまたは大きな力が必要か、あるいは互い
に対するクロージャー素子のそれぞれの方位において無破壊態様でクロージャーを開くこ
とがともかく可能であるか否かの判定において決定的である。
【００１５】
　張力負荷下において、例えばアプリケータ用具アセンブリがクロージャーから離れた位
置で掴まれて、フックにかかるかまたは目をもって取り上げられるかまたは吊り下げられ
たときに、クロージャーが不意に開くことを避けるため、例えば、プラグ素子を鏃の形状
にしておいて、中空形状を、好ましくは、四辺形、台形、菱形、平行四辺形または洋凧形
の輪郭、特に内側輪郭を有する、ループとすることができる。プラグ素子は、三角形の形
態において実質的に一点で終端する限りにおいて、羽付鏃形素子の形態にあることができ
、外側において一点で終端する三角の縁は羽と称される。この場合、鏃形素子の断面は実
質的に平坦である。あるいは、羽がなく、したがって円錐のような回転対称形状で先端に
向かう、断面が実質的に円形の、鏃形素子を用いることも可能であり、無羽鏃形状では基
本的に、例えば正多角形のような、別の断面形状も考えられることは当然であろう。鏃形
クロージャー素子の反対側の領域、すなわち無羽形状における円錐の底面または羽付形状
の場合の三角形の底辺は、クロージャー素子の互いに対する配置のほとんどにおいて、特
に張力負荷が関わる場合、中空形状の縁の少なくとも一部が鏃形素子より小さくなってク
ロージャーが不意に開くことを防止するため、中空素子における逆刺として機能する。
【００１６】
　張力負荷がない場合であってもクロージャーが閉じたままでいるように、すなわちプラ
グ素子が中空形状から外れ落ちることがないように、クロージャー素子、プラグ素子及び
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中空形状の寸法決定において中空形状の最長内寸が逆刺から鏃形素子の先までの鏃形素子
の長さより短くなるように選ぶことができる。このようにすれば、(プラグ素子としての)
鏃形素子は、好ましくは四辺形、台形、菱形または平行四辺形の内側輪郭を有し、最も好
ましくは洋凧形(三角州形)の、中空形状において、鏃形素子が中空形状の対向する縁に突
き当たってから先には、鏃形素子の逆刺が中空形状と噛み合うポイントのまわりで、回転
することはできない。したがって、鏃形素子は「横向き」関係では中空形状を抜け出すこ
とができず、中空形状に相対的に縦の方位が与えられたときにだけ抜け出すことができる
。洋凧形(三角州形)は対角線の１つが対称軸である、すなわち２つの長さが等しい隣辺の
対を有する、平四辺形であり、等辺洋凧形は菱形である。
【００１７】
　連結素子を通すために、アプリケータ用具を通すかまたはアプリケータ用具を取り外す
際には、中空形状を弾性変形させる必要があるから、中空形状は形状に関して弾性的であ
ることが好ましい。これにより、アプリケータ用具が紐から抜けるビーズのように集合素
子から不意に外れ落ちることがなく、アプリケータ用具を集合素子から取り外すためには
あらかじめ定められた力をこえる力が必要であることが保証される。
【００１８】
　別の実施形態において、集合素子は、例えば弱化領域の形態で確立することができる、
張力へのあらかじめ定められた最大抵抗力を有する。弱化領域はあらかじめ定められた張
力で裂け、したがって必然的に開くような形状寸法につくられることが好ましい。そのよ
うな保護機能は特に、子供が本発明にしたがうアプリケータ用具アセンブリを妥当な適切
に定められた態様で使用しない場合に、有益である。この点に関し、集合素子がつくられ
る材料は張力の作用の下における強度及び剛性を高めるいかなる処理も受けないように選
ばれるか、あるいは材料の強度及び剛性のそのような増強が弱化領域の形状寸法を定める
際に既に考慮されていることが好ましい。
【００１９】
　さらに、集合素子は少なくとも１つの掴み素子を有することができる。最も一般的な形
態において、掴み素子は集合素子の集合縁に沿う断面の増大として解することができる。
そのような断面は、とりわけ、ユーザが集合縁に沿う方位を触覚及び視覚で判定するに役
立つ。
【００２０】
　掴み素子の別の利点は、断面積が小さいかまたは材料の直径が小さい集合素子の実施形
態において、クロージャーのクロージャー素子を互いに対して所望または所要の態様で位
置決めするために集合素子の縦方向にトルクをかける簡単で可能な方法をユーザに提供す
るから、ハンドリング補助として用い得ることである。クロージャーは掴み素子を用いる
ことでより容易に、またより正確に、操作することができる。さらに、掴み素子は実質的
にコインの形状とすることができ、選択的に製造業者のロゴまたは別の識別表示を表すこ
とができる。
【００２１】
　それぞれのアプリケータ用具を集合素子に取付け／取外し可能な態様で連結するため、
別にまたはさらに、連結素子は周縁が閉じた連結開口、例えば貫通孔の形態にあることが
できる。いくつかの構成において、アプリケータ用具を連結素子に簡単に連結するため及
び／または連結素子からのアプリケータ用具の取外しを容易にするため、連結素子は、連
結開口の周縁に、開口の縦軸に対して周縁にわたって実質的に径方向に拡がる材料弱化領
域を少なくとも１つ有することができ、材料弱化領域の幅は集合縁断面の直径にほぼ相当
し、それよりは若干広いことが好ましい。
【００２２】
　それぞれのアプリケータ用具を集合素子に取付け／取外し可能な態様で連結するため、
別にまたはさらに、連結素子は開口の周縁に沿って延びる縁領域に、すなわち開口の縁に
、切欠きをもつ開口の形態にあることができる。切欠きは集合縁の断面の直径より幅が小
さい狭窄部を少なくとも１つ有する。連結素子を集合素子から取り外すかまたは連結素子
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を集合素子に嵌め合わせるためには、集合縁がその狭窄部を通らなければならない。した
がって、集合素子からの連結素子の不意の外れ落ちはほとんど問題外である。
【００２３】
　いくつかの構成において、連結素子を集合素子に簡単に連結するため及び／または集合
素子からの連結素子の取外しを容易にするため、連結素子は集合素子に対応する誘導面、
特に平誘導面を有することができる。連結素子の連結及び／または取外しに際して集合素
子の弾性的拡張、したがって狭窄部の通過がより容易であるような態様で、集合素子に対
する２つのそれぞれの誘導面が互いに対してある角度をなして開口の狭窄部に配置される
ことが好ましい。
【００２４】
　特定の発展形において、周縁に広がる縁領域に切欠きがある連結素子の場合における切
欠きは、開口の縦軸に対して、アプリケータ用具の主軸と、特に３０°と１５０°の間の
、安全角度をなす径方向の作用方向を有する。このようにすれば、アプリケータ用具をキ
ャップから引き離しているときに生じる力の流れ方向が、連結素子を集合素子から取り外
すかまたは連結素子を集合素子に連結する際の力の流れ方向及び作用方向から分離され、
集合素子からのアプリケータ用具の不意の外れ落ちが防止される。
【００２５】
　連結素子がアプリケータ用具の作業端のためのキャップにある、別の特定の発展形にお
いて、キャップとアプリケータ用具の間の取外し可能な結合は、あらかじめ定められた閉
封力がアプリケータ用具からキャップを外すための力を上回らなければならないような結
合である。あらかじめ定められた閉封力は、アプリケータ用具を１つ除いた、アプリケー
タ用具アセンブリ全体の重量による力より実質的に大きいことが好ましい。このようにす
れば、キャップとアプリケータ用具の間の結合が外れることよりアプリケータ用具アセン
ブリがばらばらになって地面に落ちることなしに、アプリケータ用具アセンブリを保持し
て、持ち歩くことができる。
【００２６】
　集合素子及び／または連結素子のための材料は、それぞれの素子がそれぞれの形状寸法
及び材料特性によるあらかじめ定められた弾性または剛性を有するように選ばれることが
好ましい。
【００２７】
　アプリケータ用具の作業端のためのキャップに連結素子がある発展形において、キャッ
プの長さは集合素子の貫通開口の最小幅より実質的に小さい。したがって、アプリケータ
用具が外されたキャップは集合素子の集合縁のまわりを回転することができる。したがっ
て、特定の実施形態において、集合素子の集合開口及びそれぞれのアプリケータ用具のそ
れぞれの作業端のためのそれぞれのキャップにある連結素子は、アプリケータ用具が無い
まま、連結素子の内側から径方向にのみ、外側に引き離すことができる。
【００２８】
　これは、例えば連結素子が、開口の縦軸に対して、アプリケータ用具の主軸と一致し、
キャップの方向に延びることが好ましい径方向の第１の作用方向を有し、第１の作用方向
とは異なる、特に第１の作用方向に対して垂直に延びる、第２の作用方向が第１の作用方
向に接していれば、達成され得る。
【００２９】
　言い換えれば、本発明にしたがうアプリケータ用具アセンブリは、個々のアプリケータ
用具の、例えば、色及び／または与えられた色調の濃淡及び／または異なる塗布幅による
、順序に関するあらかじめ定められた特徴が異なる場合には特に、複数のアプリケータ用
具が並べて配置された場合に、特に有益である。この点に関し、それぞれのアプリケータ
用具が視覚的及び／または機械的に与えられたキャップと関係付けられるように、それぞ
れのアプリケータ用具のキャップが形状寸法及び／または色によるキャップコードを有し
ていれば有益である。このようにすれば、アプリケータ用具がアセンブリ上に配置される
所望のまたは適切な順序を容易に維持することができる。
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【００３０】
　本発明の第２の態様にしたがえば、アプリケータ用具のそれぞれの他端を揚げるための
少なくとも１つの手動揚げ補助具がアプリケータ用具の非作業端及び／またはキャップに
設けられる。そのような揚げ補助具は、非作業端及び／またはキャップにおいて、アプリ
ケータ用具の主軸に対して実質的に傾けられた少なくとも１つの面の形態とすることがで
き、特にアプリケータ用具の主軸に対して実質的に傾けられて配置された、実質的に対向
する２つの面で形成することができる。揚げ補助具は、揚げ補助具の作動時にアプリケー
タ用具がおかれている表面に対してアプリケータ用具の他端が少なくともあらかじめ定め
られた揚げ高さまで梃子様に揚がることができるように構成される。揚げ高さは人間の指
球の平均高で定められる指球高以上であり、特に１０ｍｍより大きいことが好ましい。手
動揚げ補助具の装備は、ユーザによる、手動揚げ補助具を用いるアプリケータ用具の、容
易で、簡単で、迅速な、取上げが可能になることを意味する。揚げ補助具が非作業端に装
備されていれば、例えば筆記用具の場合に、作業端におけるペン先／芯先への悪影響、あ
るいはアプリケータ用具がおかれた表面のペン先／芯先による汚染を回避できるから有益
である。
【００３１】
　揚げ補助具の傾斜面は、アプリケータ用具がおかれた表面とのアプリケータ用具の、梃
子の支点として、すなわち軸旋回点または軸支持点として作用する、アプリケータ用具の
それぞれの端から離れている、傾斜面の端によってあらかじめ定められた、接触点として
、作動時にアプリケータ用具のそれぞれの他端を揚げる。言い換えれば、揚げ運動は実質
的に梃子の原理によっておこり、軸旋回点は、揚げ補助具の運動が作業端の対応する動き
を生じさせるように、非作業端の揚げ補助具と作業端の間の領域に与えられる。揚げ高さ
は梃子のアーム長の比または軸旋回点によって定めるかまたは調節することができる。等
長の梃子アームを用いると、揚げ高さは補助具がとる移動距離と同等である。高速揚げ運
動をおこさせるためまたはアプリケータ用具を素早く掴めるようにするためには、揚げ補
助具の移動距離が揚げ高さより小さくなるかまたは著しく小さくなる梃子比が有利である
。このようにすれば、揚げ補助具の部分の短い移動距離で十分な揚げ高さを迅速に達成す
ることができる。特に１：５ないしさらに大きい梃子比、すなわち、例えば、１ｃｍの揚
げ補助具側の梃子アーム及び５ｃｍの作業端側の梃子アームが有利である。アプリケータ
用具の少なくとも揚げ補助具がある側、特にそこに配置された揚げ補助具は、揚げ補助具
部における所望の梃子機能を可能にするような曲げ剛性をもつべきであることに注意すべ
きである。
【００３２】
　揚げ動作において、本発明にしたがうアプリケータ用具のユーザは、揚げ補助具を１本
またはさらに多くの指で押すことによって揚げ補助具を作動させ、よって、アプリケータ
用具がおかれた表面に対する傾斜面を終点に移動させる。このようにすれば、アプリケー
タ用具は表面との接触点のまわりで傾く。そのような接触点は傾斜面の、アプリケータ用
具に向かうかあるいはアプリケータ用具に対して内側である、末端によってあらかじめ定
められる。傾き運動は接触点のまわりの回転運動であり、梃子アーム長の比に対応する態
様で作業端が揚がる。揚げ高さは[角度変化の正弦]×[接触点からアプリケータ用具のそ
れぞれの他端までの距離]として計算することができる。したがって、揚げ運動の終点に
おいて、アプリケータ用具の作業端は支持面からあらかじめ定められた距離をとって空中
にある。すなわち、アプリケータ用具の作業端は支持面から離れていて、本発明にしたが
うアプリケータ用具の男性または女性のユーザは、アプリケータ用具がおかれた面上で横
になった状態にある場合に行うであろうよりも、著しく容易に掴むかまたは取り上げるこ
とができる。本例においては、梃子アーム比が１：５であり、したがって揚げ補助具がと
る移動距離が例えば１ｃｍであれば、対応する揚げ高さは５ｃｍになるであろう。
【００３３】
　特定の構成において、アプリケータ用具は、揚げ補助具の実装のため、アプリケータ用
具の主軸に対して実質的に傾けて配置された、対向する２つの面を有する。この目的のた
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め、アプリケータ用具の揚げ補助具が設けられる端は、例えば、チューブの端と実質的に
同様の構成をもつ。チューブ形構成は、例えば独国実用新案第１９３８０４５Ｕ号明細書
または独国実用新案第７９１１１６０Ｕ号明細書により既知であるが、いずれの場合も全
体がチューブ形態である。チューブ形非作業端の幾何形状には、アプリケータ用具の主軸
に対して実質的に傾けて配置された、対向する２つの面がある。
【００３４】
　２つの傾斜面を有する揚げ補助具にはさらに、本発明にしたがうアプリケータ用具をお
くかまたは取り上げるときに、揚げ補助具を回転させて揚げるに特に都合の良い位置にお
くために注意を払う必要がないという利点がある。そのような揚げ補助具が設けられると
、２つの特に都合の良い置き態様選択肢が与えられる。そのような２つの置き態様選択肢
は、実質的に細長いアプリケータ用具の軸線に関し、互いに対して完全に１８０°をなし
て配置されるから、またアプリケータ用具が、方位が完璧に正確に定められた関係になく
ままおかれている状況においてもそれぞれの揚げプロセスは可能であるから、アプリケー
タ用具について上述した構成には、実際上アプリケータ用具が支持面上におかれている状
況に関わらず、本発明にしたがう態様で揚げ補助具によりアプリケータ用具を揚げて掴む
ことができる。
【００３５】
　端のチューブ形構成は、それぞれの「チューブ底折畳み端」がアプリケータ用具の通常
の幅より先に突き出していれば、転がり止めを設けるために用いることもできる。転がり
止めは次いでアプリケータ用具の周縁の先に突き出している部分の形態で揚げ補助具に一
体化される。したがって、転がり止めが揚げ補助具に一体化されている構成には、転がり
止めのため、おかれていたアプリケータ用具のチューブ端にある揚げ補助具が、アプリケ
ータ用具を用いるためのハンドリング時に、アプリケータ用具がおかれていた面に対して
常に最適に配置されるという別の利点がある。
【００３６】
　本発明にしたがうアプリケータ用具は、アプリケータ用具の作業端が揚げ補助具の作動
時に少なくともあらかじめ定められた揚げ高さまで揚がるような構成とすることができ、
この点に関し、達成される揚げ高さは人間の指球の平均高さで形成される指球高以上であ
ることが好ましい。ここで「指球高」はそれぞれの指の内側の端にある末端感覚球に対す
る中心の、指先に対する、または筆記用具がおかれていて、アプリケータ用具を取り上げ
るときに同じ指の指先がかかる、表面に対する、間隔を表す。本発明にしたがう揚げ補助
具は、作動時に揚げ高さが１０ｍｍより大きくなるように、調節されることが特に好まし
い。
【００３７】
　上述した態様において、揚がっている状態でアプリケータ用具を容易に掴み得ることを
保証するためにアプリケータ用具の作業端が揚がっていなければならない最小高を定める
ことが可能である。言い換えれば、揚げ補助具の作動時に達成される揚げ高さが平均的な
ユーザの指球の平均高さに合わせて設計されるという有益な構成が提供される。このよう
にすればアプリケータ用具を掴むために用いられる指が、アプリケータ用具がおかれてい
る面上に指先で支持され、はさみ具のように掴む運動において指球がアプリケータ用具と
自動的に最適な接触をするから、おかれているアプリケータ用具を掴むことに関わる手順
が特に簡単かつ確実になる。さらに、揚げ高さが指球高より小さくなっているときにはア
プリケータ用具を正しく掴むことが著しく困難であるから、ともかく揚げ高さがアプリケ
ータ用具を正しく掴むことができるに十分であることが保証される。揚げ高さが指球高よ
り小さくなっているような場合、アプリケータ用具が掴まれるときにアプリケータ用具は
指から滑り落ちて、おかれていた面に戻る傾向を有するであろう。このようにしてあらか
じめ定めることができる揚げ高さに対する精確な値を選ぶ際に、想定ユーザの、例えば、
小さな子供とは対照的な、熟練したグラフィックデザイナーの、特定の技能に、またそれ
ぞれのユーザグループの初級の平均高さにも、揚げ高さを適合させることができる。本発
明にしたがうアプリケータ用具はこのようにして、予期されるユーザグループに関し、さ
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らに一層良く個人化することができる。
【００３８】
　本発明にしたがうアプリケータ用具または、少なくとも、本発明にしたがう揚げ補助具
は、実質的に曲げ剛性が高い材料、特に、プラスチック、木材、金属または金属合金でつ
くられることが好ましい。特に、プラスチックでつくると、本発明にしたがうアプリケー
タ用具の製造における費用効率に関して大きな利点が得られる。好ましい曲げ剛性の高い
構成によりさらに、アプリケータ用具の作業端の所望の揚げ高さに関する限り、アプリケ
ータ用具の弾性を考慮するかまたは補償する必要はないから、揚げ補助具の揚げ運動及び
構造形状の簡素化が可能になる。むしろ、本質的に曲げ剛性の高いアプリケータ用具によ
り、アプリケータ用具の揚げ補助具と作業端の間に実質的に完全な梃子システムが得られ
る。
【００３９】
　本発明の第３の態様にしたがえば、キャップ、特に好ましくはキャップが集合素子に永
久的には連結されない実施形態において、キャップは、アプリケータ用具の、閉封される
べき、作業端を受け入れるための少なくとも１つの受入れ開口及び受入れ開口の断面積に
実質的に垂直な閉封軸に加えて、少なくとも１つの通気路を有する。閉封軸は通気路断面
に対して少なくとも部分的には実質的に垂直である。この目的のため、封止キャップは外
側部分及び内側部分を有することができ、よって少なくとも１つの通気路が外側部分と内
側部分の間に形成され得る。通気路をさらに備えることは、キャップが集合素子から外れ
る、すなわち永久的には集合素子に連結されていない場合に、あるいはキャップの代わり
にアプリケータ用具が集合素子への連結のために設計されている場合に、上で論じたＩＳ
Ｏ標準１１５４０による要件にしたがうために有益である。
【００４０】
　好ましい構成において、少なくとも１つの通気路は少なくとも一部が、キャップの実施
形態で集合素子に連結されることが想定され得る連結素子で終わることができる。このよ
うにすれば、そうでなければ外部からアクセスできる通気路開口が、連結素子で遮蔽され
得るという利点が得られる。連結素子が例えば貫通開口の形態にあれば少なくとも１つの
通気路は貫通開口に、好ましくは貫通開口内に、開くことができる。
【００４１】
　封止キャップはさらに、例えば、外側部分が内側部分に少なくとも１つの脚によって連
結されるような構造形状をとることができる。少なくとも１つの通気路は少なくとも１つ
の脚と内側部分と外側部分の間に形成することができる。複数の脚が用いられる場合、対
応する複数の通気路を形成することができる。そのような実施形態には、とりわけ、射出
成形法を用いて比較的容易に作成できるという利点がある。通気路が内側部分と外側部分
の間に設けられるという事実は、内側部分を、例えば筆記用具先端に対して気密封止関係
を与えるために、事実上内部に配置されるキャップの形態とすることができる。このよう
にすれば、完全に封止された独立空間を設けることができ、それにもかかわらず、封止キ
ャップ全体に関し、通気路を通じる所望の通気性はそのまま残る。少なくとも１つの通気
路の他端は、受入れ開口の領域、特に好ましくはキャップの内側にあることが特に好まし
い。
【００４２】
　少なくとも１つの通気路が連結素子の開口で少なくとも一部が終わっていれば、開口は
通気路の上端を相互に対向する開口端に分割する。このようにすれば－既述したように－
一方では通気路開口が遮蔽されるが、通気路を延長する空気誘導手段により、連結素子は
いわゆる「拡散板」機能を果たし、よって、対向して配置された開口端の一方の閉塞また
は遮断によって通気路を通る空気流が完全に妨げられることはない。開口に侵入した閉塞
物または付着物は、光にかざしてみた場合は特に、極めて容易に検出することができ、除
去することができる。さらに、そのような構成においてはいかなる付着物または閉塞物も
、連結素子として作用している開口から、適切な工具を用い、工具を開放端の一方に挿入
して付着物または閉塞物を他方の側から押し出すことによって、容易に除去することがで
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きる。付着物または閉塞物は容易に検出できるが、見逃されしまった場合には、少なくと
も、アプリケータ用具を集合素子の集合端に連結するかまたは集めるときに、そのような
閉塞物は検出される、及び／またはうまく嵌め合わることができたときに自動的に除去さ
れることさえあり、よって通気路への悪影響は排除されるであろう。
【００４３】
　少なくとも１つの通気路の好ましくは外側部分と内側部分の間の配置は、通気路が，一
方では隠され、また他方では封止キャップの外側部分の外側掴み面から安全な距離にある
ことを意味する。そのような配置により、避けられるべき通気路の閉塞に関する別の保護
手段が与えられる。隠蔽配置は、そのようにすれば通気路の閉塞がさらに一層良く防止さ
れ得るから有益である。通気路を閉塞させ得るであろう付着物が内側領域と外側領域の間
の領域に入り込む確率は、通気路に実質的にアクセスできる態様に比較して、著しく小さ
い。少なくとも１つの通気路が連結素子に向けて開いている実施形態において、通気路の
その端はさらに一層良く閉塞から保護される。例えば内側領域と外側領域の間の保護領域
またはその他の別途に保護される領域に、別の通気路を設けることも可能であることは当
然であろう。
【００４４】
　本発明の別の態様は、アプリケータ用具アセンブリに関して前述したアプリケータ用具
の特徴を有し、したがって本発明にしたがうアプリケータ用具アセンブリに用いるに適す
る、アプリケータ用具に関する。
【００４５】
　本発明のまた別の態様は、アプリケータ用具アセンブリのための少なくとも１つの集合
素子及び、本発明にしたがうアプリケータ用具アセンブリを形成するために集合素子に連
結させることができる、複数のアプリケータ用具を含むパーツキット、特にセールスユニ
ットに関する。
【００４６】
　本発明の別の有利な構成及びそれらに関する例としての多くの実施形態が、添付図面を
参照して、以下でさらに詳細に説明される。特定の実施形態の説明に用いられる、「左」
、「右」、「上」及び「下」は、参照数字及び図番号を普通に読むことができる向きにお
いて図面に関係付けられる。
【図面の簡単な説明】
【００４７】
【図１】図１は、本発明にしたがう、アプリケータ用具アセンブリの第１の実施形態の斜
視図を示す。
【図２ａ】図２ａは、おかれた状態にある、本発明にしたがうアプリケータ用具の特定の
実施形態の側面図を、揚げ補助具を説明するために、示す。
【図２ｂ】図２ｂは、揚げ状態にある、図２ａのアプリケータ用具を示す。
【図３】図３は、３つのアプリケータ用具を含む、本発明にしたがうアプリケータ用具ア
センブリの第２の実施形態の側面図を示す。
【図４】図４は、開口の形態にあって開口の端に切欠きがあるアプリケータ用具のための
キャップに関する、本発明にしたがう連結素子の第１の実施形態の側面図を示す。
【図５ａ】図５ａは、縁が閉じている開口の形態にあるアプリケータ用具のためのキャッ
プに関する、本発明にしたがう連結素子の第２の実施形態の側面図を示す。
【図５ｂ】図５ｂは、キャップと集合素子の間の連結の形成を説明するために、図５ａの
キャップを集合素子とともに断面図で示す。
【図６ａ】図６ａは、集合素子と連結状態にあるキャップに関する、本発明にしたがう連
結素子の第３の実施形態の側面図を示す。
【図６ｂ】図６ｂは、不意の外れ落ちに対して保護される、キャップと集合素子の間の連
結の形成を説明するための図６ａのキャップの断面図を示す。
【図７】図７は、４つのアプリケータ用具を含む本発明にしたがうアプリケータ用具アセ
ンブリがその移動のためにアプリケータ用具の内の１つで保持されている、アプリケータ



(13) JP 5756089 B2 2015.7.29

10

20

30

40

50

用具アセンブリの側面図を示す。
【図８ａ】図８ａは、本発明にしたがう、アプリケータ用具アセンブリのための集合素子
の詳細図を示す。
【図８ｂ】図８ｂは、本発明にしたがう、集合素子の所望の分裂領域を通る断面図を示す
。
【発明を実施するための形態】
【００４８】
　図１は、リング１１を集合素子１０として有し、キャップ３０ａ-１上の連結素子６０
としての貫通孔の形態にある貫通開口６２によって集合素子１１に連結されたアプリケー
タ用具２０ａ-１を、また(アプリケータ用具をともなわずに)同様の態様で集合素子１１
に連結されたキャップ３０ａ-２も有する、本発明にしたがうアプリケータ用具アセンブ
リ１を斜視図として示す。
【００４９】
　図１の実施形態のアプリケータ用具２０ａ-１は、アプリケータ用具２０ａ-１の長手方
向によって実質的に決定される、主軸Ｈを有する。アプリケータ用具２０ａ-１は、図の
左下側に非作業端４０も有し、右上側にはキャップ３０ａ-１で隠されている作業端を有
する。キャップ３０ａ-１は解除可能な結合３２において取付け／取外し可能な態様でア
プリケータ用具に結合される。
【００５０】
　例えば筆記用具の場合、アプリケータ用具２０ａ-１の作業端には筆先を有する筆記部
材があり得る。ここでは本発明にしたがうアプリケータ用具アセンブリがアプリケータ用
具の例として筆記用具を参照して説明されるが、だからといって本明細書に説明される本
発明を筆記用具に限定するつもりは全く無いことに注意すべきである。
【００５１】
　閉じた縁を有する開口６２の形態にある、本発明の第１の態様にしたがう連結素子６０
が、アプリケータ用具２０ａ-１から遠い側の、キャップ３０ａ-１の端に設けられる。集
合素子１０は、貫通する集合開口１４を有するリング１１の形の大きな構造体の形態にあ
る。リング１１は集合開口１４の、本来実質上閉じている、集合縁１２を有する。集合縁
１２は、ここでは円形である、あらかじめ定められた集合縁断面１３をもつ。あるいは、
集合素子１０はカラビナフックの態様で構成することもでき、この点に関し、関わる原理
を理解すれば、当該目的に向けられる別のいかなる形状も適することがわかるはずである
。集合素子１０をキャップ３０ａ-１上の連結素子６０に連結するかまたはキャップを外
すため、集合開口または切れ目１６が集合素子１０に設けられる。
【００５２】
　次に、揚げ補助具７０を有する、図１のアプリケータ用具２０ａの非作業端４０の有益
な代替形または発展形を説明するために、図２ａ及び２ｂを参照する。この目的のため、
揚げ補助具７０として作用するように、実質的にアプリケータ用具２０ｂ-１の軸線Ｈに
対して傾けられてそれぞれ拡がる、すなわち傾斜面である２つの面７２，７４が、アプリ
ケータ用具２０ｂ-１の非作業端に設けられる。あるいはまたはさらに、揚げ補助具７０
と本発明の第１の態様にしたがう図１に示される連結素子６０はキャップ及び／または非
作業端４０上に統合して設けるかまたはキャップ及び／または非作業端４０に一体化する
こともできる。したがって図１に示される連結素子６０は揚げ補助具７０に一体化される
であろう(例えば図３を見よ)。図２ａ及び２ｂの構成において、揚げ補助具７０は非作業
端４０に別途作成された取付け部として設けることもでき、したがって、長さがＬの、(
アプリケータ用具２０ｂの)掴み部２２及び揚げ補助具７０に対して異なる材料を用いる
ことが可能である。
【００５３】
　図２ａ及び２ｂはアプリケータ用具２０ｂ-１の揚げ運動における２つの状態を示す。
図２ａはおかれた状態にあるアプリケータ用具２０ｂ-１を示し、図２ｂは揚がった状態
にある図２ａに示されたアプリケータ用具２０ｂ-１を示す。アプリケータ用具２０ｂ-１
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は毛管作用ファイバ芯の形態の筆先５４を有する筆記インサートからなる前部５２を作業
端５０に有する筆記用具、例えばファインライナーである。前部は掴み部２２に結合され
、掴み部２２を終端で閉封する。
【００５４】
　掴み部２２は、筆記動作において、そこから毛管作用ファイバ芯によって筆先５４に筆
記液が送られる筆記液格納部材がある空洞(図示せず)を有する。そのようなファイバペン
の筆先２４は、特に筆先に作用する機械的要因に関して、特に繊細である。
【００５５】
　図２ａ及び２ｂに示されるアプリケータ用具２０ｂ-１は、アプリケータ用具２０ｂ-１
がその上におかれた支持面Ｆ上に配置され、アプリケータ用具２０ｂ-１の非作業端４０
に、実質的にチューブ形構成の、本発明にしたがう揚げ補助具７０を有する。チューブ端
の形態の揚げ補助具７０は、アプリケータ用具２０ｂ-１の軸線に対して互いに１８０°
をなして配置された、２つの実質的に傾けられた２つの面７２，７４を有する。この場合
、２つの傾斜面の内の一方の傾斜面７４が面Ｆに向いている。
【００５６】
　男性または女性のユーザがおかれているアプリケータ用具２０ｂ-１を図２ａの位置か
ら図２ｂの揚げ位置に動かしたければ、ユーザは揚げ補助具７０の上側の傾斜面、すなわ
ち表面Ｆから離れる方向を向いている傾斜面７２を少なくとも１本の指で押して、アプリ
ケータ用具２０ｂ-１の非作業端４０を表面Ｆの方向に動かす。この状況において、アプ
リケータ用具２０ｂ-１は、下側の傾斜面７４がアプリケータ用具２０ｂ-１の掴み部２２
に移行する場所にある仮想旋回軸Ｄ(図２ｂを見よ)を中心にして傾く。この動作は下側の
傾斜面、すなわち表面Ｆに向いている傾斜面７４がその最も開かれた場所で、図２ｂに示
されるアプリケータ用具２０ｂ-１の場合には揚げ補助具２０のチューブ底折畳み端で、
表面Ｆに接すると直ちに終了する。この状況において、アプリケータ用具２０ｂ-１の作
業端５０は完全にすなわち最大高さまで揚げられる。この状況において、アプリケータ用
具２０ｂ-１の作業端５０は表面Ｆからあらかじめ定められた高さＡだけ揚げられる。揚
げ高さは角度αの変化を用いて、[角度の変化]×[接触点から作業端までの距離]の正弦、
すなわちＡ＝ｓｉｎα・Ｌとして、計算することができる。
【００５７】
　図２ａ及び２ｂのアプリケータ用具２０ｂ-１の揚げ補助具７０の２つの傾斜面７２，
７４は相互に実質的に対称である。これは、傾斜面７２，７４がともに同じ揚げ運動を生
じさせ、したがって同じ揚げ高さＡを与え得ることを意味する。したがって、図２ａ及び
２ｂの揚げ補助具７０の機能は、アプリケータ用具２０ｂ-１がおかれている表面Ｆ上の
アプリケータ用具２０ｂ-１の正確な位置に無関係である。アプリケータ用具２０ｂ-１の
横置き状況は、軸線を中心として回転されても、アプリケータ用具２０ｂ-１は最終的に
下側の傾斜面７４と表面Ｆの間に接触がなされるように自動的に方位が定められ、図２ｂ
に示されるような位置にアプリケータ用具２０ｂ-１の軸線を中心にして回転するから、
揚げ補助具７０の露出傾斜面７２に少なくとも１本の指で圧力が加えられると完全な揚げ
運動が行われる結果となる。
【００５８】
　揚げ高さＡは、その高さであればユーザ側の一般的な太さの指によって作業端５０の近
くでアプリケータ用具２０ｂ-１のまわりを掴むことが容易に可能であることから、約１
８ｍｍである。子供による、アプリケータ用具２０ｂ-１に関わる要件にしたがう使用に
おいては特に、さらに大きい揚げ高さも可能であることは当然であろう。
【００５９】
　アプリケータ用具２０ｂ-１が、チューブ端折畳み領域において、残りの掴み部２２の
直径より広くなっていれば特に有益である。そのようにすれば、アプリケータ用具は揚げ
補助具の作動に最適な位置に自動的に必ずあるから、ここでは特に有益である転がり停止
機能を果たす。さらに、アプリケータ用具側に不要な転がり能力を与えないための別の手
段を配することも可能である。
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【００６０】
　図２ａ及び２ｂに示されるアプリケータ用具２０ｂ-１の揚げが迅速かつ容易に実施さ
れ得るだけでなく、片手でも可能でさえあり得る点を簡潔に説明するために、図２ａ及び
２ｂをさらに参照する。すなわち、アプリケータ用具２０ｂ-１が横置き状態にあるとき
に、揚げ補助具７０の上側傾斜面７２に、例えば右手の、小指で圧力を加えることができ
、よってアプリケータ用具２０ｂ-１の非作業端４０はアプリケータ用具２０ｂ-１がおか
れている表面Ｆの方向に押される。図２ｂの完全に揚がった状態において、小指は揚げ補
助具７０上に置かれたままであるが、同じ手の親指及び人差し指はアプリケータ用具２０
ｂ-１の作業端の近くでアプリケータ用具２０ｂ-１を囲むことができる。アプリケータ用
具２０ｂ-１のまわりに指がおかれた後、作業端５０の近くでアプリケータ用具２０ｂ-１
は取り上げられ、同時に小指は揚げ補助具７０の上側傾斜面７１上の印加圧力を解放する
ことができ、上側傾斜面７１から離れることができる。このようにすれば、本発明にした
がうアプリケータ用具２０ｂ-１を片手で取り上げることさえも、可能である。
【００６１】
　図３は、３つのアプリケータ用具２０ｃ-１～２０ｃ-３を有する、本発明にしたがうア
プリケータ用具アセンブリ１ａの第２の実施形態の側面図を示す。繰り返しを避けるため
、以降は図１の実施形態との違いだけを説明する。
【００６２】
　説明をわかりやすくするため、図３のアプリケータ用具２０ｃ-１～２０ｃ-３は、図２
ａ及び２ｂのように、ファインライナー、すなわち作業端５０の前部５２に筆先５４をそ
れぞれが有する筆記用具である。筆先５４は、同様に、図２ａ及び２ｂを参照して説明し
たような揚げ補助具２０ｂも備えられているキャップ３０ｂ-１及び３０ｂ-２の装着によ
って保護される。アプリケータ用具２０ｃ-１～２０ｃ-３の非作業端４０にも図２ａ及び
２ｂを参照して説明したような揚げ補助具７０ａが備えられている。さらに、集合素子と
しての、集合開口(切れ目)１６をもつリング１１への連結のため、非作業端４０、すなわ
ち揚げ補助具７０ａに、本発明にしたがう連結素子６０ａも設けられている。言い換えれ
ば、揚げ補助具７０の機能と連結素子６０ａの機能がアプリケータ用具２０ｃ-１～２０
ｃ-３の非作業端４０に統合されている。
【００６３】
　図４は、集合素子１０への連結のために縁６４に切欠き６６を有する開口６２の形態の
、アプリケータ用具(図示せず)のためのキャップ３０ｃ上の本発明にしたがう連結素子６
０ｂの第１の実施形態の側面図を示す。リング１１は、同様に、図４の断面図に示されて
いる、集合素子１０の例であるとされる。封止キャップ３０ｃは熱可塑性材料、好ましく
は生体不活性ポリプロピレン(ＰＰ)でつくることができる。
【００６４】
　連結素子６０ｂは周縁部６４に切欠き６６を有する開口６２の形態にあり、開口６６は
集合縁断面１３の直径ＤＭより小さい幅Ｗをもつ狭窄部を少なくとも１つ有する。集合素
子１０への連結素子６０ｂの連結の形成を簡単にするため及び／または集合素子１０から
の連結素子６０ｂの取外しを容易にするため、それぞれが対向して配置された、集合素子
１０のための平面誘導面６７ａ'，６７ａ"及び６７ｂ'，６７ｂ"が連結素子６０ｂに設け
られる。集合素子１０のためのそれぞれ２つの誘導面６７ａ'，６７ａ"及び６７ｂ'，６
７ｂ"は開口６２の切欠き６６に、連結素子６０ｂが集合素子１０に連結されるかまたは
集合素子１０から外されるときの狭窄部６５の弾性的な開きまたは拡張を誘導面が一層容
易にするような態様で、相互にある角度をなして配置される。
【００６５】
　開放縁部分をもつ連結素子６０ｂの切欠き６６が、開口の軸線に対して、アプリケータ
用具の主軸Ｈと約９０°の不意の外れ落ちに対する安全角をなす、径方向の作動方向を有
することも利点として述べておくべきであろう。安全角は３０°と１５０°の間の間にあ
るように選ばれ得ることが好ましいことも指摘しておくべきであろう。
【００６６】
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　図５ａは、閉じた縁６４を有する開口６２の形態の、アプリケータ用具のための封止キ
ャップ３０ａ上の本発明にしたがう連結素子６０の第２の実施形態の側面図を示す。封止
キャップ３０ａは熱可塑性材料、好ましくは生体不活性ポリプロピレン(ＰＰ)でつくるこ
とができる。連結素子６０のための開口６２は射出成形作業後に、例えば中ぐりによって
、付け加えることができる。必要な耐機械的負荷能力は、用いられる材料に応じて、縁６
４の厚さによって調節することができる。あるいは、開口６２は、ラテラルプル(lateral
 pull)を用いて、製造中に作成しておくこともできる。
【００６７】
　図５ｂは、封止キャップ３０ａと集合素子１０の間の連結の形成を説明するための、図
５ａの封止キャップ３０ａと連結素子１０としてのリング１１を合わせた断面図を示す。
封止キャップ３０ａは外側部分３３ａ及び内側部分３３ｂを有する。この場合、内側部分
３３ｂは、封止キャップ３０ａのクロージャー軸Ｈに沿い、軸長のほぼ１/２をこえて延
び、軸Ｈはアプリケータ用具の主軸Ｈと同じである。内側部分３３ｂの長さはキャップの
軸長とほとんど同じとすることもでき、特には軸長より長くすることもできる。内側部分
３３ｂの領域において、封止キャップ３０ａはアプリケータ用具の作業端を受け入れるよ
うに設計される。内側部分３３ｂ及び外側部分３３ａは脚３７によって相互に連結される
。通気路３９が脚３７の間に設けられる。脚３７は封止キャップ３０ａのクロージャー軸
Ｈを中心にして実質的に星形に配置され、この結果、通気路３９はクロージャー軸のまわ
りに実質的に対称に分散配置される。この場合に、脚３７の断面は、一方では空気交換に
十分な面積があり、他方では外側部分３３ａと内側部分３３ｂの間の連結が機械的に十分
に安定であるように、通気路３９の断面より小さい。脚３７の、星形構成とは別の、いず
れかの配置も考えられる。
【００６８】
　アプリケータ用具としてのペン、特にその筆先が封止キャップ３０ａによって閉封され
るときに、筆先は封止キャップ３０ａの開口３８内に、筆先が封止キャップ３０ａの内側
部分３３ｂの内部３１に収まるまで、差し込まれる。例えば筆先が挿入状態にあるときに
内側部分３３ｂの内部３１を密封するためのリッジ３６の形態の、内側部分封止手段を設
けることができる。ペン先が閉封状態で収まる領域、すなわち内側部分３３ｂの内部領域
が完全に密封されることが、図５ｂの断面から分かるであろう。しかし、内側部分３３ｂ
は内側部分の表面３５ｂと筆先の表面の間の、挿入状態において内側部分の表面３５ｂ及
び筆先の表面と接触する、適当な嵌合せ手段により封止することもできる。脚３７の間の
通気路３９は封止領域の外側にあり、よって封止の完全性を妨げることはない。したがっ
て、内側部分３３ｂの内部領域３１に受け入れられている状態において筆先が乾くことは
できない。内側表面３５ａはアプリケータ用具の作業端のためのガイドを務め、適する寸
法につくることで、アプリケータ用具をキャップ３０ａに保持するための保持機能のため
の閉封力を有することができる。あるいはまたはさらに、封止キャップ３０ａをペンに取
外し可能な態様で機械的に結合するために、ペン先の受入れを想定した開口３８の近くで
外側部分の内側表面３５ａの周縁に沿って延びるリッジ３４の形態のラッチ手段を設ける
こともできる。
【００６９】
　図６ａは、集合素子１０に連結されている状態にあるキャップ３０ｄ上の、本発明にし
たがう連結素子６０ｃの第３の実施形態の側面図を示す。ここでも集合開口(切れ目)１６
を有するリング１１が集合素子の一例として示されている。集合開口(切れ目)１６におけ
るリング１１の２つの端１１ａ，１１ｂは、連結素子６０ｃの取外しまたは嵌込みに対す
る優先方向ＶＲがあるように構成される。この目的のため、端１１ａ，１１ｂの断面は、
キャップ３０ｄを取り外すために、リングを内側から容易に曲げて開くことができるよう
にあるいは集合開口(切れ目)１６を拡張することができるように、丸められるかまたはリ
ング１１の内側に対して傾けられる。リングからキャップ３０ｄを内側から取り外すこと
ができるように、リングの直径Ｄ１はキャップ３０ｄの適切な長さＤ２より若干大きい。
よって、アプリケータ用具をともなっていない、キャップ３０ｄは、キャップ３０ｄを内
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側から外側に向けて取り外すために、リング１１の集合縁１２を中心にしてまわしてリン
グの内側で内向きにすることができる。これは、特にアプリケータ用具がキャップに連結
されているときに、キャップの不意の外れ落ちを妨げるから有益である。
【００７０】
　図６ｂはキャップ３０ｄと集合素子１０の間の、不意の外れ落ちに対して防護される、
連結の形成を説明するための図３ａのキャップ３０ｄの側面図を示す。図６ｂのキャップ
３０ｄの連結素子６０ｃは、基本的にキャップ３０ｄを前述したようにしかリング１１か
ら取り外すことができないように、適合される。連結開口の形態の、周縁部６４が閉じら
れている開口６２が形成される。集合素子１０への連結素子６０ｃの結合の形成を簡易化
するため、及び／または集合素子１０からの連結素子６０ｃの取外しを容易にするために
、連結切れ目または開口６２の縁部６４上に材料弱化部６６ｂが設けられる。材料弱化部
６６ｂは開口６２の軸線に対して縁部６４にかけて実質的に径方向に拡がる。材料弱化部
６６ｂの幅はリング１１の集合縁断面の直径のほぼ相当する。
【００７１】
　図６ａを参照して説明したように、集合素子１０の集合開口(切れ目)１６とアプリケー
タ用具の作業端のためのキャップ３０ｄ上の連結素子６０ｃは、アプリケータ用具がとも
なわれていない場合に限り、集合素子１０の内側から径方向に外側に向けてキャップ３０
ｄを取り外すことができるように適合される。この目的のため、連結素子６０Ａは、開口
６２の軸線に対して径方向の、アプリケータ用具の主軸Ｈと実質的に一致する第１の作動
方向Ｒ１を有する。第１の作動方向Ｒ１には、第１の作動方向Ｒ１に対して実質的に垂直
方向に延びる第２の作動方向が接する。
【００７２】
　言い換えれば、キャップ３０ｄを取り外すには、キャップ３０ｄを内側に回し、次いで
矢印Ｒ１(図６ｂ)の方向に対向する矢印ＶＲ(図６ａ)の方向に外側に押さなければならな
い。この場合、材料弱化部６６ｂが集合開口(切れ目)１６を通る。次いで、矢印Ｒ２の方
向に対向する方向にキャップ３０ｄを集合縁から取り外すことができる。言い換えれば、
集合素子１０の集合縁１２は取外し手順において矢印Ｒ１及びＲ２(図６ｂ)にしたがう。
キャップ３０ｄを連結する操作はキャップだけで実行され得るが、特に、キャップとアプ
リケータ用具が結合されていても実行され得る。
【００７３】
　キャップ３０ｄを集合縁に再度連結するため、連結素子６０ｃのオリフィスが集合縁上
で矢印Ｒ２の方向に対向する方向に押される。その前または後に、キャップ３０ｄが、材
料弱化部６６ｂが集合縁１２のベベル端面１１ａ，１１ｂを押し開くことができるように
集合縁１２の径方向に外側に向けられる。次いで、集合開口(切れ目)１６及び集合縁１２
が材料弱化部６６ｂと位置合せされるように向けられて集合縁１２が矢印Ｒ１の方向に対
向する方向に内側に引かれ、この場合には材料弱化部６６ｂが集合縁１２の集合開口(切
れ目)１６を通る。
【００７４】
　図７は、４つのアプリケータ用具２０ａ-１～２０ａ-４を含む、本発明にしたがうアプ
リケータ用具アセンブリ１＊の側面図を示し、移動の目的のため、アセンブリは、手８０
の人差し指８０と親指８４の間にアプリケータ用具２０ａ-１がつままれて、手８０で保
持されている。
【００７５】
　図７の目的は、本発明にしたがうアプリケータ用具アセンブリによって達成される利点
を説明することである。複数のアプリケータ用具を－所望であれば－あらかじめ定められ
た順序の、アセンブリの形態で収容し、移動させることができる。これは、個々のアプリ
ケータ用具２０ａ-１～２０ａ-４の、例えば色及び／または与えられた色調の濃淡及び／
または異なる塗布幅による、それらの順序に関するあらかじめ定められた特徴が異なる場
合に、特に有益である。所望の順序の配列をいつまでも保証するため、それぞれのアプリ
ケータ用具のキャップがアプリケータ用具の作業端と付帯するキャップに関して幾何学的
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断面形状を必要とし、そのような断面が例えばキー－ロック原理にしたがって相互に整合
されていれば、特に有益である。より簡易な別形として、カラーキャップコードを用いる
こともできる。このようにすれば、それぞれのアプリケータ用具を与えられたキャップと
視覚的及び／機械的に関連付けることができ、よって、アプリケータ用具が整然と配列さ
れた正しい順序が守られる。
【００７６】
　図７において、それぞれの連結素子６０ｄはそれぞれのアプリケータ用具２０ａ-１～
２０ａ-４の作業端のためのそれぞれのキャップ３０ｄ-１～３０ｄ-４上に配置される。
キャップ３０ｄ-１～３０ｄ-４のそれぞれとそれぞれのアプリケータ用具２０ａ-１～２
０ａ-４の間のそれぞれの解除可能な連結は、キャップ３０ｄ-１～３０ｄ-４からアプリ
ケータ用具２０ａ-１～２０ａ-４を取り外すには、１つのアプリケータ用具の重量によっ
てかかる力を減じた、アプリケータ用具アセンブリ１＊の全体の重量による重力Ｇより大
きい、閉封力ＶＫを上回る力が必要であるような構造をもつ。力の関係が相互に整合する
別の態様も可能であることは当然であろう。連結素子６０ｄ上に、例えば図３に示される
キャップのような、キャップ３０ｄ-１～３０ｄ-４は本発明にしたがう受入れ補助具７０
ｃを有する。すなわち、本発明にしたがうそれぞれの連結素子は、それぞれのキャップ上
で、本発明にしたがう受入れ補助具７０ｃと一体化される。
【００７７】
　図８ａはアプリケータ用具のための集合素子１０に対する好ましい実施形態を示す。集
合素子はその端において、対応する、集合縁１２を可逆的に開閉するためのクロージャー
のクロージャー素子８１，８６を有する。図において、羽付鏃形素子８１が中空素子とル
ープの態様で嵌め合わされ得る、外側輪郭及び内側輪郭が平四辺形または洋凧形(菱形)の
形態の形状につくられている、プラグ素子８６に対応する。
【００７８】
　クロージャーを閉じるためには、鏃形素子８１が洋凧形素子８６を通して嵌め合わされ
なければならず、この際、鏃形素子８１の洋凧形素子８６からの抜け落ちを防止するため
に確実に留められるように、逆刺８３ａ，８３ｂの内の少なくとも一方が洋凧形素子８６
を突き抜けるかまたは中空素子がプラグ素子を突き抜ける。クロージャーを開くためには
、鏃形素子８１が洋凧形素子８６の開口によって定められる領域に対して垂直方向に向け
られ、２つの逆刺８３ａ，８３ｂが洋凧形素子の最も広い内寸８７に対応するように向け
られる。精確にこの位置において、クロージャーの解錠、すなわち鏃形素子８１の洋凧形
素子８６を通る逆方向の運動が可能である。
【００７９】
　逆に、引張り力負荷の下でのクロージャーの不意の解錠を実質的に防止するため、鏃形
素子８１の長さ８８は洋凧形素子８６の内寸８７より大きい。このようにすれば、鏃形素
子８１は鏃形素子８１の逆刺８３ａ，８３ｂの一方が洋凧形素子８６に掛かり嵌合してい
る点を中心にして、鏃形素子８１の前端８２が洋凧形素子８６の対向端に当たってしまっ
てから先には、洋凧形素子８６内で回転することはできない。この結果、鏃形素子８１は
「横向き」関係においては洋凧形素子８６から離れることはできないが、鏃形素子８１と
洋凧形素子８６の開口領域の間で上述した垂直方位にあるときに限り離れることができる
。
【００８０】
　洋凧形素子８６は、アプリケータ用具が嵌め入れられるかまたは取り外されるときに菱
形が変形される、すなわちアプリケータ用具の連結素子によって押し縮められるように、
弾性をもつ形状であるように適合される。これにより、アプリケータ用具を集合素子から
取り外すにはあらかじめ定められた力を上回る力が必要になることが保証される。
【００８１】
　集合素子１０の形成長に依存して、鏃形素子８１と洋凧形素子８６は、本発明にしたが
う複数のアプリケータ用具アセンブリを連結するかまたは１つにまとめるために用いるこ
ともでき、あるいは素子を集合させるために用いることもできる。一方で、ユーザが自由
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に、１つの集合素子１０の集合開口を別の集合縁に通過させ、よって２つの集合素子自体
を相互に嵌め合わせて、鎖と同様に、配置できることは当然であろう。しかし、クロージ
ャー素子を用いて集合素子を１つに連結することも可能である。すなわち、第１の集合素
子の鏃形素子を第２の集合素子の洋凧形素子に、またはその逆に、連結することも可能で
ある。
【００８２】
　鏃形素子８１に対して短い距離で集合素子上にコインの形態の掴み素子８４が備えられ
る。掴み素子８４には、構造の形態にある、及び／または材料の多数の色の組合せとして
、及び／またはインクまたは色素の塗布によって、視認可能にされた製造元識別標識８５
が付けられる。鏃形素子８１の近くに掴み素子８４を配置することで比較的頑丈な連結が
得られ、したがって、集合素子の開閉時に、簡便で、心地よく、慎重なハンドリングが可
能になる。
【００８３】
　２つの同様な集合縁のクロージャー素子が連結し合わされている状況において、第１及
び第２の集合素子の集合縁を、掴み素子８４はさらに、２つの別々の集合縁領域を利用し
て本来閉じられている(２部構成の)集合縁上にペンを、ある周縁上で、配置できるように
相互に離しておく機能を果たす。
【００８４】
　さらに、集合素子１０はあらかじめ定められた弱化領域または所望の分裂領域９１を有
する。領域９１は、図８ｂにさらに示される、メクラ穴またはリセス８９の形態の、あら
かじめ定められた材料弱化領域を含む。そのようなリセス８９は、例えば用いられる射出
成形金型の適切な構造によって設けることができ、あるいは(用いられるそれぞれの材料
に依存して)後から集合素子の切削加工または熱処理によって作成することができる。こ
の点に関し、残りの断面領域９０は、１５Ｎと４０Ｎの間の範囲にあることが好ましく、
２３Ｎと２７Ｎの間の範囲にあることが特に好ましい、断面領域９０に作用するあらかじ
め定められた張力で裂け、よって集合素子が開くような寸法につくられる。
【００８５】
　本発明の別の態様にしたがえば、複数のアプリケータ用具を一緒にしたアプリケータ用
具アセンブリのための本発明にしたがう集合素子は、パーツキット、特にセールスユニッ
トを形成することができる。本発明のアプリケータ用具アセンブリはそのようなパーツキ
ットまたはセールスユニットのパーツで形成することができる。
【００８６】
　終わりにあたって、本明細書の説明が実質的に少なくとも２つのアプリケータ用具を一
緒にしたアプリケータ用具アセンブリだけに集中されているとしても、上述したアプリケ
ータ用具の特徴を有し、よって本発明にしたがうアプリケータ用具アセンブリ上での使用
に適するアプリケータ用具が本発明の主題であると見なされるべきであることは当然であ
ろうということにも注意すべきである。
【符号の説明】
【００８７】
　１，１ａ，１＊　　アプリケータ用具アセンブリ
　１０　　集合素子
　１１　　リング
　１２　　集合縁
　１３　　集合縁断面
　１４　　集合開口
　１６　　切れ目
　２０ａ，２０ｂ，２０ｃ　　アプリケータ用具
　３０ａ，３０ｂ，３０ｄ　　封止キャップ
　３３ａ　　封止キャップ外側部分
　３３ｂ　　封止キャップ位置側部分
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　３８　　封止キャップ開口
　３９　　通気路
　４０　　非作業端
　５０　　作業端
　５４　　筆先
　６０，６０ａ，６０ｂ，６０ｃ　　連結素子
　６２　　貫通開口
　６４　　連結素子周縁部
　６６　　切欠き
　７０，７０ａ，７０ｂ，７０ｃ　　揚げ補助具
　７２，７４　　揚げ補助具傾斜面
　８１，８６　　クロージャー素子
　８４　　親指
　８７　　クロージャー素子最大内寸
　９１　　分裂領域
　Ｈ　　主軸

【図１】

【図２ａ】

【図２ｂ】

【図３】
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